
 

婦人保護事業を当事者の尊厳の回復や自立支援に基づく制度又は 

法の下で実施するために、速やかな検討を求める意見書（案） 

 

国は様々な困難な問題を抱えた女性への支援を、1956 年制定の売春防止法を根拠に「婦人

保護事業」として現在行っています。 

その後、ニーズの多様化により、2001 年には「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律」によるＤＶ被害者が、2004年には「人身取引対策行動計画」に基づく人身取

引被害者が、2016 年には「ストーカー行為等の規制等に関する法律」の改正によるストーカ

ー被害者が支援対象に加えられました。 

しかし、売春防止法は制定以来、抜本的な改正が行われておらず、婦人保護事業開始当初は、

事業の対象として想定されなかった、ＡＶ出演強要やＪＫビジネス問題への対応、性暴力・性

被害にあった 10 代の女性への支援、貧困、虐待、居住喪失の状態にある女性たちの増加によ

り、売春防止法による婦人保護事業では、必要な支援が届けられない状況にあります。 

 2016年に与党の「性犯罪・性暴力被害者の支援体制充実に関するプロジェクトチーム」 

（以下与党ＰＴ）による「性犯罪・性暴力被害根絶のための 10 の提言」が出され、婦人保護

事業の法的な措置を含め、抜本的な見直しを提言しています。また 2018年 7月、厚生労働省

は「困難な問題を抱える女性への支援のあり方に関する検討会」を設置し検討を開始し、2019

年 10月、「婦人保護事業の現状と課題」「婦人保護事業の運用面における見直し」「婦人保護事

業の見直しに関する新たな制度の基本的な考え方」をまとめた「中間のまとめ」を公表しまし

た。 

この間、2019 年 4 月には与党ＰＴが厚生労働大臣への申し入れ書「婦人保護事業の運用面

の見直しについて」を、同年 6月には厚生労働省こども家庭局が「婦人保護事業の運用面の見

直し方針について」の中で、運用面の改善を図るため 2020 年度予算に向け、具体化を図るこ

とを述べています。 

至急を要する運用面での改善は図られてきましたが、新型コロナウイルス感染拡大もあり、

新たな制度の検討までは進んでいません。法制定から 65 年経った売春防止法は女性の尊厳の

回復や自立支援は明記されておらず、処罰の意味合いが強く、福祉的な視点も欠けています。 

よって、文京区議会は、政府及び国会に対し、コロナ禍で顕在化してきた性暴力や性犯罪、

様々な困難を抱える女性たちへの支援が、尊厳の回復や自立支援に基づく制度又は法の下で行

われるよう、速やかな検討を強く求めます。 

 以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出いたします。 
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